


























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































（L. D. White, Introduction to the study of public administration, New York : Macmil-
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（２００９年１月８日アクセス）
研究年報 社会科学研究 第３１号（２０１１年２月１５日）
１３４
（１６） 原田尚彦「オンブズマンを考える」『地方公務員月報』第一法規，１９９０年，４頁。
（１７） 同上，７頁。
（１８） 碓井光明「監査による監視」『都市問題』第８２巻８号，東京市政調査会，１９９１
年，７６頁。
（１９） 同上，７６頁。
（２０） 田口一博「事業仕分けから予算案監査へ―チェック機能の充実のための監査
の制度設計―」『自治総研』第３７４号，２００９年，１３頁。
（２１） 同上，１３頁。
（２２） 同上，１４頁。
（２３） 同上，１４頁。
（２４） 竹下譲「監査委員の一般的権限―監査委員制度の設立・整備の理由―」『都
市問題』第６８巻１２号，東京市政調査会，１９７７年，４８頁。
（２５） 同上，５０頁。
（２６） 竹下譲「自治体監査の現状と課題」『地方財務』第３１３号，ぎょうせい，１９８０
年，２２２頁。
（２７） 多治見市是正請求手続条例では，「何人も，市の機関の行為等が適正でない
と考えるときは，当該行為等の是正を請求することができる」（３条）とされ
ており，「何人」は市民以外の者でも当該請求ができることを意味している。
ただし，本稿では便宜上，住民による監視機能として扱うものとする。
（２８） このような行政監視制度を現実の自治体運営において機能させるためには，
こうした機能をどのような場面で行うのか検討することが求められる。これ
は，行政監視機能の実効性を確保するために不可欠であり，今後の課題として
議論していくことが必要である。
［追記］
２０１０年１２月３日，地方行財政検討会議（第７回本会議）において「『地方自治
法抜本改正についての考え方』（仮称）（案）」が示され，この中では自治体監査
制度についても触れられている。同案では，複数の監査制度の改革案が提示さ
れているものの，明確な方向性は定まっておらず，さらなる議論が必要である。
また，２０１１年１月２６日には，総務省が「地方自治法抜本改正についての考え
方（平成２２年）」を公表し，この中では監査制度の見直しに際して，自治体の
内部統制体制の整備とあわせて監査委員制度と外部監査制度の見直しを検討す
ることが必要だとしている。同時に，現行制度の諸課題は制度自体に内在する
課題であって制度の運用のみで解決することは困難であると述べている。その
ため，現行の監査委員制度や外部監査制度については，廃止を含めてゼロベー
スで見直す必要性を示している。
このように，監査制度をめぐる議論は，制度そのものを抜本的に見直そうと
する動きが出てきており，今後の議論が注目される。
自治体における監視制度に関する考察
１３５
